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１．本稿の課題 
 オーストラリアは、日本にとって重要な農産物の輸入元であり、同時にオーストラリアにとっても、日

本は最大の輸出相手国である。また、牛肉はオーストラリアの農産物輸出品中、金額ベースで第１位とな

っている。一方、日本の牛肉自給率は輸入自由化後３～４割台にまで落ち込んでおり、牛肉供給において

輸入牛肉は大きな位置を占めるようになっている。特にオーストラリア産牛肉は、2003 年 12 月の米国に

おける BSE 発生を機に、日本の輸入牛肉市場をほぼ独占し、米国産牛肉の輸入解禁後もほぼ 8 割を維持

している。このように、日本の牛肉市場におけるオーストラリアへの依存度は非常に高く、オーストラリ

ア肉牛産業の動向は、わが国の牛肉需給動向に大きな影響を及ぼす状態にある。 
こうした中で、オーストラリアの農業は、2006 年度（2006 年７月～07 年 6 月）の大干ばつによって大

きな影響を受け、さらに国際的な穀物などの農産物価格高騰によって、安定的な農産物の供給源としてオ

ーストラリアを見なすことに不安を抱く向きもある。本稿の目的は、こうした状況を踏まえ、オーストラ

リアの肉牛・牛肉生産構造の現状についてまとめると共に、供給の持続可能性という観点から検討を行う

ことにある。 
 
２．肉牛産業の概要 
 オーストラリアの牛飼養頭数は 2007 年現在約 2,800 万頭（うち肉牛は約 2,540 万頭）で、世界の 2.8%、

生産量は約 220 万トン（枝肉重量）で 4%のシェアでしかない。しかし、輸出については、金額ベースで

ブラジルに次ぐ世界第 2 位にランクされており、特に口蹄疫清浄国に限れば、圧倒的なシェアを持ってい

る。オーストラリアは生産量の 65％に当たる 93 万トン（部分肉ベース）を 100 カ国以上に輸出しており、

輸出額は牛肉 44億豪ドルと生体輸出の 5.4億豪ドルを合わせると全体で約 50億豪ドルに達する。これは、

農産物貿易額の 17％に当たり、最も重要な輸出農産物である。 
牛肉の粗生産額は 76 億豪ドルで、農業粗生産額の 18％、国内粗生産額全体の 1%を占め、産業全体で

121,000 人の雇用を生む、オーストラリアにとって重要な産業部門となっている。 
  
３．肉牛生産の動向 
 
（１）肉牛生産の地域的特徴 
オーストラリアの国土面積はアラスカを除く米国とほぼ同じ日本の約 20 倍だが、国土に占める農地面積

の割合である農地率は 59％と日本の４倍以上であるため、農地面積は日本のほぼ 100 倍の４億 5,600 万 ha
に及ぶ。さらに、農家数は日本の 20分の１であるため、農場当たりの平均農地面積は約 2,500倍の約 3,500ha
に達する。ただし、耕地は改良草地を含め６％にすぎず、大部分は家畜の粗放な放牧を行う自然草地であ

り、農地がほぼ耕地である日本とは大きく異なる農業構造を形作っている。この原因は年平均降水量が

460mm とアジア大陸の７割程度でしかなく、さらに日照による蒸散割合が高いため、植物生育に利用可能

な有効水分量が大陸中最少であることがまずあげられる。オーストラリア大陸は世界で最も小さく、平坦

な大陸であるとともに、最も乾燥した大陸でもある。表土が浅く、地力の低い土壌は生産性が低く、侵食

や、灌漑地帯では塩害が大きな問題になるなど、自然環境は必ずしも農業に適したものではない。後述す

るように近年相次いで干ばつの被害に遭っているが、2002 年度の干ばつでは小麦生産は前年対比 58％減、

大麦 56％減、米 71％減となり、飼料不足から、肉牛や羊頭数も大幅な減少した。 
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オーストラリアの農業構造は、まずこうした自然条件によって規定される。つまり、雨量が少ない上に

頻繁に干ばつや洪水などの自然災害の影響を被る可能性が高いため、それに見合った農業地帯が形成され

ている。オーストラリアの農業地帯は植物生育期間によって、多雨地帯（High Rainfall Zone）、小麦・羊地

帯（Wheat-Sheep Zone）、牧畜地帯（Pastoral Zone）の 3 地帯に分類される（図１）。沿岸部に位置し、最も

降雨量が多い「多雨地帯」では、酪農やさとうきび栽培、子羊の飼育など集約的な農業部門が展開されて

おり、平均農場面積も約 1,000ha と最も小さい。オーストラリア東部を南北に分断する大分水嶺山脈の西

部に位置する「小麦・羊地帯」は平均面積約 1,900ha で、小麦や大麦などが栽培されているオーストラリ

アの穀倉地帯である。この地域は、植民初期の 1813 年にＧ・ブラックスランド（Gregory Blaxland）らの

探検家によって、シドニー西方のブルーマウンテン越えルートが発見された後に、急速に開発が進んだ。

降雨量は 400～800 ㎜程度なため収量が安定せず、後述するように羊や肉牛の飼育も取り入れた「混合農業」

（mixed farming）によってリスクの分散に努めている。さらに内陸の「牧畜地帯」は降雨量が 400 ㎜未満

しかなく、穀作も不可能なため羊と肉牛の放牧を行っているが、土地生産性の低さを反映して、平均農場

面積も約 8 万 ha と非常に広い。こうした大規模面積にもかかわらず、農場のほとんどは家族経営である。 
肉牛は全ての地帯で広範に飼養されているが、中心は牧畜地帯である。牧畜地帯では草地に依存した肉

牛の粗放的な大規模経営が展開されているが、南部では羊との混牧経営が、そして暑熱のため羊の飼養が

行えない北部では肉牛のみの飼養が行われている。南部牧畜地帯ではヘレフォードやショートホーンなど

の産肉性に優れたヨーロッパ系の品種が飼養されているが、北部では耐暑性や抗ダニ性に優れるゼブーや

ブラーマン、サンタガトルーデスなどのインド系品種、あるいはその血液が入った交雑種が主体である。

オーストラリアでは、ヨーロッパ系とインド系の品種を掛け合わせて新しい品種を作出することも盛んに

行われてきており、ブラフォードやドラウトマスターなどが生み出されている。 
オーストラリアの農業は、厳しい自然条件と、世界市場の変動による価格変化の大きさなど社会・経済

的な条件に対応するため、リスクヘッジを常に念頭に置いた経営形態となっている。例えば、前述したよ

うに牧畜地帯よりも気候に恵まれている小麦・羊地帯であっても、干ばつや洪水の被害にたびたび遭うこ

とから、主穀物である小麦作の他に、輪作体系に飼料穀物であるソルガムや大麦あるいは牧草を組み込み、

牛および羊の飼養を行う混合農業（mixed farming）が広く行われている。このことによって、自然災害に

対応するとともに、価格の変動にも対処するリクスヘッジ型経営が行われている。オーストラリアは国内

市場が小さいこともあり農産物の輸出依存度は高いが、国際市場に占める輸出量の割合は小さいものでし

かなく、結果としてオーストラリアは国際市場では価格交渉力の弱いプライステーカーの立場にあり、国

際価格の変動に直接影響されることになることも、経営におけるリスク対応を不可欠なものとしている。

さらに付け加えれば、肉牛部門にあっては、酪農部門や小麦など耕種部門、あるいは羊部門にかつて存在

した価格支持政策が行われたことはなかった。このことは、肉牛部門の生産性の高さを反映しているとも

言えるが、全ての価格変動リスクを生産者が受け止めなければならないことを意味する。 
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（２）飼養頭数と牛肉生産量の変化 
 肉牛の飼養頭数は前述したように2007年現在約2,540万頭であるが、地域別の飼養状況は図２のように、

東部のクイーンズランド州(QLD 州)とニューサウスウエールズ州（NSW 州）が中心で、それぞれ 48.4％、

21.5％と合計約７割を占める。 
肉牛の飼養頭数の推移を長期的に見ると、1976 年には 2,983 万頭（乳牛を含めれば 3,000 万頭以上）に

達したが、それをピークに 1984 年までに約 1,000 万頭も減少した。その後は、徐々に増加しており、トレ

ンドとしては、1970 年代後半を例外として一貫として右上がりとなっている。1970 年代の急増の要因につ

いては、当時経済的に苦境にあった酪農からの転換など構造変化があったと見られる。その後の第二次石

油ショックや日本の牛肉輸入中止の影響から一転して牛肉需要は減退し、それが減少を招いたと考えられ

る。最近の１０年間の肉牛全体と繁殖雌成牛の頭数の推移を見ると、2002 年度および 06 年度の大干ばつ

による頭数減は見られるが、長期的なトレンドを逸脱するほどではない（図３）。また、2006 年度よりも

頭数の減少という点では 2002 年度の干ばつの方が大きかったこと、08 年に繁殖成雌牛頭数が急激に増加

していることから、合計頭数の増加も急ピッチで進むものと思われる。 
牛肉の生産量も飼養頭数と同様に、1970 年代後半の急増・急減を例外に、右上がりの推移を辿っている。

つまり 1961 年のと畜頭数 470 万頭、と畜重量 65.2 万トンから 1977 年の 1,279 万頭、215.8 万トンをピーク

に、2007 年にはそれぞれ、896 万頭、218 万トンとなっているが、注目すべき点は 1 頭当り枝肉重量も右

上がりに増加している点である（図４）。1961 年の 139kg から 2007 年には 243kg まで実に 100kg 以上重く

なっている。その結果、と畜頭数はピークであった 1977 年より 2007 年は 40 万頭近く少ないにもかかわら

ず、枝肉総重量では上回っている。１頭当り枝肉重量の増加の背景には、子牛や繁殖雌牛などのと畜頭数

割合も影響を与えるが、一般的には出荷体重が増加した結果と言える。かつては自然草地を主体とした必

ずしも栄養が豊富とは言えない牧草のみでの肥育が主体であった。例えば 60 年代の輸出主体は米国向けの

ハンバーガー用が多かったが、これは主に北部で生産された肉牛が出荷されていた（現在でも同様）。しか

し、ここでは雨期には牧草の生育とともに牛の体重も増加するが、乾期になると食べられる牧草はわずか

になり、体重の減少もまれではないほどの厳しい飼養環境となる。その結果、牛の成長曲線は増加、減少

を繰り返しながら 3～5 年をかけて 400 ㎏程度にようやく成長した。それが、特に日本向けには日本の消費

者が好むようにグレインフェッドの重量のある牛が多く飼養されるようになってきたこと、また国内向け

にも改良牧草の普及や牛の改良によって徐々に枝肉重量の重い牛が生産されるようになったことと考えら

れる。 
ただし、と畜頭数や 1 頭当り枝肉重量の変化について、短期的視点から見ると、生産者の経営行動の影

響が見て取れる。すなわち、100 年に一度とも言われた大干ばつが 10 年に 2 度も襲った 2000 年代の状況

を見ると、干ばつの時にはと畜頭数は増加するが、同時に枝肉重量は減少を見せている。これは、干ばつ

が進んでくると農家は飼料不足から繁殖素牛以外の牛を出荷させて、放牧圧を弱めるという行動に出る。

その結果、干ばつが厳しさを加えると、と畜頭数は増加を見せる。その一方で、栄養不足や出荷体重に到

達しない牛までも出荷せざるを得ないことから、枝肉重量は減少を見せるのである。したがって、と畜頭

数の多さによって下落を見せる牛の販売単価は、1 頭当り枝肉重量の少なさのためにさらに下落すること

になる。出荷頭数を増加したにもかかわらず、売上高は減少するということも珍しいことではない。 
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図２ オーストラリアの肉牛とその分布
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図３　肉牛頭数の推移
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図４　と畜頭数と枝肉重量の推移
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図５　と畜頭数と枝肉重量（1995-2007）
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４．肉牛経営の状況―干ばつの影響 
21 世紀に入って以降、「100 年に１度」と言われる大干ばつを 2002 年度および 06 年度と 10 年間に２度

も経験したオーストラリアだが、両干ばつ時ともに土地利用型経営の約６割が干ばつ状況下に置かれた。

ただし、06 年度の大干ばつでは、被害の中心はオーストラリア南部から中部にかけての地域であった（図

６）。降雨量不足は 06 年の晩冬から春にかけて著しく、記録的な高温と相まって、冬穀物の収量は前年に

比べ約６割減少した。農業現金所得のこの 30 年間の推移は図７の通りだが、３万豪ドルから 11 万豪ドル

まで非常に変動が激しいことがわかる。06 年度は 02 年度と並んでやはり所得は大きく落ち込んでいる。 
南部の牛肉生産者は、飼料不足に対応して牛の出荷を進め、平均して４％の飼養頭数が減少した。2007 年

度に入り春と夏の降雨によって、牧草の生産性が回復したため、生産者は肉牛頭数の回復に努め、南部で

2.1％の頭数増加が予想されている。出荷頭数の減少により、2008 年３月のと畜頭数は 65 万 2,000 頭と前

年同期比 13％減となっている。 
2006 年度の干ばつの土地利用型経営全体への影響についてまとめたのが表 1-1 だが、06 年度は小麦など

の冬作物の大幅な収量減のため、穀物価格高にもかかわらず売上げが大幅に落ち込んだ。現金支出も前年

度比約 10％減少しており、支出減の最大の要因は家畜購入費の低下によるが、その一方で購入飼料費や、

負債増加のための支払利息は増加している。結果として、農業現金所得は前年度の約８万 3,000 豪ドルか

ら約２万 7,000 豪ドルに低下した。この金額自体も非常に低い水準だが、前年からの下落率の点では、過

去 30 年間で記録的に大きなものとなった。また、土地利用型経営のうち肉牛経営については、表 1-2 にま

とめてあるが、06 年度は、現金収入が減少し、現金支出が増加したため、現金所得は前年度の約半分の４

万 2,000 豪ドルに低下している。しかし、土地利用型経営全体と比較すると、肉牛の早期出荷などによる

出荷頭数の増加によって現金収入の落ち込みが少なかったため、現金所得の下げも相対的には少なかった

と見られる。 
現金所得がマイナスであった経営割合は、2005 年度の 23%から 06 年度には 44％へと増加しており、半

数近くが農業では生活を維持することができず、農外所得や借金で凌いだことになる。肉牛経営でも、こ

の割合は、27％から 39％に増加している。02 年度の干ばつの際には、その前後で農業現金所得がマイナス

であった農家割合は 17％から 33％に増加したので、この点から観ると 06 年度の干ばつの方が農家経済へ

の打撃は大きかったと言える。オーストラリアの農場は土地面積の点では大規模だが、家族経営によって

ほとんどの農場は運営されている。したがって、企業利潤が平均で 5 万 9,800 豪ドルのマイナスで、利潤

がマイナスの経営割合が 77％あると言っても、すぐに農場経営が行き詰まる訳ではないが、現金所得がマ

イナスであると家計費をまかなうことができず、経営を断念せざるを得ないケースが生まれる。 
 一方、負債の状況を見ると、2006 年度には平均で前年度より 15％増加して農場当たり約 41 万豪ドルの

負債額となった。同じく肉牛経営でも約 37 万豪ドルと約６万豪ドルの増加となっている。農地価格の減少

はさほど見られなかったこともあり、2006 年度末（2007 年６月末）現在の自己資本比率は 88％と、前年

度から２％低下したに止まっている。収益と財務状況の両面から農場経営に対する干ばつの影響を見たの

が図 8 だが、06 年度末に現金所得がマイナスで、かつ自己資本比率が 70％未満の農場割合は、それ以前の

倍以上の 6.5％に増加しており、こちらは 1990 年度初めに匹敵する多さであった。これらの経営は、安全

性と収益性の両面から問題がある経営と見なすことができる。 
 
 



 8

５．干ばつなどへの政策的な対応 
オーストラリアの農業部門は一般に生産性が高く、農業保護が行われていないと思われがちだが、かつ

ては、小麦における二重価格制や羊毛の価格下支え制度あるいは、酪農においては生産者、卸売、小売各

段階の価格統制すら行われていた。近年の規制緩和の流れの中で、これらの支持制度は行われなくなって

いるが、歴史的に見ればこうした状況は新しい事態と言える。現在の農業への助成制度をここで詳述する

紙幅はないが、農業への支援は、干ばつ時など激甚災害時の緊急的な融資などの援助や、社会福祉的な観

点からの支援に限定されている。例えば、1999 年に設立された農業経営積み立て制度（Farm Management 
Deposit scheme、 FMD）は、豊作年に生産者が資金を積み立て、干ばつの年に引き出す制度で、免税扱い

である。65,000 豪ドル以上の農外所得がない生産者を対象に、最大 40 万豪ドルまでの農業所得の積み立て

が可能で、収入規模に関わらず一律に恩恵を受けることが出来る。また干ばつ時の金利助成制度として、

金利の 8 割を補助する制度がある。これによる所得補助の合計は 2006 年度 7 億豪ドル、07 年度は 1１億豪

ドルになっている。 
今回の干ばつにより、どの程度の倒産農場が発生したかは確かではないが、自殺者の増加など農村部に

おける社会問題の深刻化が取りざたされた。1970 年代後半では、酪農民を中心とする低所得問題が社会問

題化する中で、酪農から肉牛へ転換した小農が肉牛価格下落によって、さらに大きな影響を受け、構造変

化の要因となった。今回の干ばつによって、そうした構造変化が起こったのか否かについては、明確に捉

えることはできなかった。 
 

経営収支に係わる用語の定義 
農業現金所得＝現金収入―現金支出 
農企業利潤＝農業現金所得＋家畜棚卸差額―減価償却費―家族労働費 
農外所得＝農外雇用労賃＋自営業所得＋利子・配当など＋社会保険支払 

 
 

図６　旱ばつの影響(2006-7年）
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図７　肉牛経営の農業現金所得の推移（万豪ドル）
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資料：ABARE 
注：2006 年度で換算した実質所得 
 
図８ 収益性・安全性から見た土地利用型経営の経営状況 

 

 
 
 
 
資料：ABARE Farm Survey 06-07 
注：安全性の低い経営とは、自己資本比率が 70％未満の経営 

low equity；財務の安全性が低い     high equity；財務の安全性が高い      

negative income；収益性が低い       positive income；収益性が高い
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表１－１ 農場経営の状況     

（土地利用型経営）     2004 年度 2005 年度 2006 年度 

現金収入 豪ドル A 381,695 359,000 288,900 
現金支出 豪ドル B 308,911 277,710 262,300 
現金所得 豪ドル A-B 72,784 81,290 26,600 
うち赤字農場割合 %   28 23 44 
企業利潤 豪ドル   3,693 8,620 -59,800 
うちマイナス経営割合 %   61 58 77 
資産合計 豪ドル C+D 3,014,521 3,411,750 na 
負債 豪ドル C 322,640 357,380 412,700 
資本 豪ドル D 2,691,881 3,054,370 na 
自己資本比率 % D/(C+D) 89 90 na 
農外所得（経営者、配偶者） 豪ドル   27,588 31,200 na 
資料：ABARE      
注：05,06 年度は推計値      

表１－２ 農場経営の状況     

 （肉牛経営）     2004 年度 2005 年度 2006 年度 

現金収入 豪ドル A 500,255 347,428 322,394 
現金支出 豪ドル B 427,513 265,323 280,542 
現金所得 豪ドル A-B 72,741 82,104 41,852 
うち赤字農場割合 %   25 27 39 
企業利潤 豪ドル   20,486 8,401 -40,457 
うちマイナス経営割合 %   57 61 74 
資産合計 豪ドル C+D 3,687,655 3,994,994 na 
負債 豪ドル C 285,711 308,059 369,775 
資本 豪ドル D 3,245,099 3,675,218 na 
自己資本比率 % D/(C+D) 92 92 na 
農外所得（経営者、配偶者） 豪ドル   29,877 34,384 na 
資料：ABARE      
注：05,06 年度は推計値      
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６．フィードロットの動向と食肉パッカーの再編 
オーストラリアの肉牛生産は、前述したように草地を基盤としたグラスフェッド（牧草肥育）牛肉を伝

統的に生産してきたが、1970 年代以降日本市場などを対象にしたグレインフェッド（穀物肥育）牛肉生産

が徐々に盛んになってきた。現在のグレインフェッド牛生産頭数は約 200 万頭（2007 年度）で、成牛処理

頭数の 26％を占めている。 
フィードロットに関するガイドラインによれば、フィードロットとは、「生産目的で、牛が人工的に飼養

される給餌・給水設備を備えた施設」であり、「定められた期間に目標に到達するように、穀物をベースに

科学的に設計された飼料を用いて飼養される」ことが必要とされる。現在、オーストラリア・グレインフ

ェッド業者協会（Australian Lot Feeder’s Association, ALFA）には約 700 の生産者が会員として登録されて

いるが、会員のグレインフェッド牛生産のシェアは、施設のキャパシティを意味する収容可能頭数ベース

でほぼ 9 割に達している。ALFA の会員として認証されるには、独自の第三者認証制度である「全国グレ

インフェッド認証制度」(National Feedlot Accreditation Scheme, NFAS, 1994 年制定)による認証を得る必要が

ある。この認証制度は、家畜福祉、衛生管理、環境保全、生産管理などの独自基準を設定しており、こう

した取組は農業部門の中では最も早いものであるという。 
フィードロットは、穀物を中心とする飼料や素牛の供給の面で、クイーンズランド州南部と NSW 州北

部平原地帯および灌漑地帯である NSW 州リベリナ地方（Riverina）を中心として展開している。その結果、

グレインフェッド牛の生産シェアは、クイーンズランド州 53.2％、NSW 州 28.9％と、この 2 州で全体の 8
割以上を占める。牛の飼養シェアは約 7 割であったので、グレインフェッド牛についてはさらにこの地域

に集中していることが分かる。 
グレインフェッド牛全体の売上高は、2007年度現在27億豪ドル、フィードロットでの直接雇用者は2,000

人、と畜場などの川下部分を含めた間接的な雇用者を含めれば 7,000 人になる。肉牛産業全体での売上は

76 億豪ドル、雇用者は 121,000 人であるので、売上に占める割合は 3 割以上と大きな割合を占めるように

なっている。 
グレインフェッドは、オーストラリアの肉牛飼養方式としては比較的新しいもので、1980 年代中ごろか

ら、日本の牛肉自由化とともに急成長してきた。表２のように、1980 年ではフィードロットでの飼養頭数

は、干ばつ時など牧草の不足時に補食として穀類を給与する臨時的フィードロット（opportunity feedlot）
を含めて 32 万 9 千頭であったが、2000 年代には収容可能頭数は 110 万頭を超えるまでになっている。も

っとも、実際の飼養頭数は、グレインフェッド牛肉に対する需要動向および素牛価格、穀類の価格などコ

ストの動向によって稼働率は大きく変動しており、06 年６月には 83％に達していたが、翌年の 07 年 6 月

には 50％にまで落ち込んでいる。最近は干ばつの影響から回復を見せ、また豪ドル安などの影響もあって

08 年 12 月には 59％になるなど稼働率は高まりつつある。 
現在も主要な市場は、日本を中心に、韓国、米国などの輸出市場である。しかし、国内消費割合も３割

近くに伸長してきており、かつてはグラスフェッドの若牛が中心であった国内市場にも、グレインフェッ

ド牛肉が市民権を得てきたと言える。ただし、注意を要することは、グレインフェッドと言っても、いく

つかのカテゴリーが存在する点である。一般的には、肥育素牛を家畜市場か契約農場などから購入し、肥

育段階のみフィードロットで肥育するが、その肥育期間は、大まかに 80～120 日程度までの短期肥育、200
日以上の長期肥育、その中間の中期肥育に区分できる。日本向けにはブラックアンガスや黒毛和種の血液

が入った牛を 300 日間長期肥育するものも見られるが、国内向けは 80 日程度の短期肥育が主体である。 
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表２ 肉牛フィードロットの 80 年代と現在の比較 

80 年代のフィードロット  単位：千頭  
    80 年 84 年 87 年  
商業フィードロット Q L D 106 51 117  
  NSW 136 37 182  
  全国 271 103 383  
臨時フィードロット Q L D 21 6 72  
  NSW 36 6 46  
  全国 58 30 122  
合計 Q L D 127 57 189  
  NSW 172 42 228  
  全国 329 133 505  

      
フィードロットの現状     
    ０６年６月 ０７年６月 ０８年６月 ０８年９月 

飼養頭数 頭 940,097 831,136 685,756 622,689 
 QLD 頭 506,646 416,814 358,704 376,126 
 NSW 頭 313,219 284,846 227,150 196,219 
 Vic 頭 63,740 55,744 42,814 27,923 
 SA 頭 17,505 23,939 19,151 17,311 
 WA 頭 38,987 47,611 37,937 5,110 
収容能力頭数 千頭 1,132 1,187 1,138 1,132 
稼働率 ％ 83.0 50.9 60.3 55.0 

 
資料：『大洋州経済』1991 年、ALFA 
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表３ 日系フィードロットの 80 年代と現在 

1989合弁・業務堤携QLD協 同 飼 料

80％（日本
80％）

50,000頭伊藤ハム1989
20,000頭、
2,000ha

新設NSW伊 藤 ハ ム

99％（日本
75％）

30,000頭丸紅1988
24,000頭、
4,700ha

合弁NSW丸 紅・双葉飼料

日本75％55,000頭日本ハム⇒1988
25,000頭、
5,000ha

買収QLD日 本 ハ ム

輸出割合規模
企 業

名
1988

10,000～
20,000頭

買収VICタ ッ ク 商 事

現在19887,000頭合弁QLD野 崎 産 業

19733,200頭合弁(メトロ51%)QLD東 急 フ ー ズ

1974合弁(牧場リース)TAS伊藤萬・ジャスコ

1974
6,000頭
1,200ha

合弁(牧場)TAS伊藤萬・ジャスコ

19723,000頭買収伊 藤 萬

19728,000頭合弁(三菱70%)NSW三 菱 商 事

設立
年

規 模進 出 形 態州企 業 名

80年代

日系フィードロット（80年代と現在）

 
資料：『大洋州経済』1991 年、MLA
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しかし、グレインフェッド牛肉の国内市場が形成されたということは、日本市場にとっても大きな意味 
がある。これはもちろん国内市場との競合という面もあるが、むしろ日本市場との補完関係が成立すると 
いう意味において、日本向け輸出業者には有利である。つまり、オーストラリアにおいてグレインフェッ 
ド牛肉を生産・輸出することの強みと弱みをあげれば、まず強みとしては、安価な素牛の供給可能性、輸 
出マインドに優れ、小回りの利く生産・処理加工・輸出業者の存在、冷蔵や衛生に関する高い技術力など 
が挙げられる。 
一方、弱点としては、まず米国に比較した穀物供給の不安定性、次にグレインフェッド牛肉に対する広

範な国内市場が存在しないため、生産したグレインフェッド牛肉は、日本市場においてあまり需要のない

部位も含めフルセットで日本に輸出しなければならない点などがある。したがって、グレインフェッド牛

肉をオーストラリアで生産し、日本に輸出するために、当初は一種の開発輸入として日系の商社が現地生

産を担った。一方米国では、生産される牛肉のほとんどはグレインフェッド牛肉なので、日本向けには米

国で一般に生産される牛肉の中で脂肪含有率が高く、しかも日本において需要の高い部位（ひれ・ロース

などの高級部位と、牛丼用などにバラや横隔膜など米国ではあまり需要のない部位）のみを選択して買い

付けることが可能である。こうした面から、オーストラリア国内でのグレインフェッド牛肉市場の形成は、

日本向けの業者にとってはプラスに作用する。 
表３は 80 年代の日系フィードロットと現在のフィードロットの状況を一覧表にしたものだが、80 年代

には 10 以上あったフィードロットは、現在ではわずか 3 社に絞られている。フィードロットへの投資は当

初商社を中心に行われた。その後、本体自体が倒産したため撤退した商社もあるが、全体として商社系が

撤退し、日本における実需を握っている食肉メーカーが継続して生産を行っている。ただし、日系フィー

ドロットも日本向けは生産量の７～８割程度と、オーストラリア国内や第三国への輸出も行っている。生

産頭数も合計しても 10 万～20 頭程度なので、日本向け輸出量全体の１～２割を担っているに過ぎない。 
一方、フィードロットとともに、と畜場や食肉処理場を持つミートパッカーは、企業の再編が急である。

オーストラリアの牛肉輸出量の 26％、対日輸出の 30％を担っている食肉業界トップの AMH 社は 2007 年

5 月にブラジル J&F パーティシペーションズ S.A 社が買収し、ブラジル資本となった。AMH 社は元々1987
年にオーストラリアの民族系資本 4 社が設立した企業であった。その後、1994 年に米国 ConAgra 社が買収

し、さらに 2002 年には米国 SWIFT 社が経営権を取得していた。買収した J&F パーティシペーションズ

S.A 社は、南米最大の食肉処理業者である JBS 社の親会社であり、同社はブラジルに 23 ヶ所、アルゼンチ

ンに 6 ヶ所の食肉処理場を持ち、年間の牛処理頭数は 340 万頭に達する。さらに同社は 2008 年 3 月にオー

ストラリア業界第 4 位の Tasman Group Services 社をも買収し、オーストラリア国内に 10 ヶ所の処理場を持

ち、処理量も枝肉ベースで 21.5％のシェアに高まった。 
 ミートパッカーは寡占化しており、2007年現在上位5社で枝肉処理量のシェアは44.5％、25社では78.9％
に達しており、さらにこの傾向は強まっている（表４）。Tasman Group の買収によって、上位 4 社は 2 位

の Teys Bros 社を除き、外資系によって占められることになった。 
 
７．牛肉の輸出動向 
牛肉の輸出額は小麦などを抑えて農産物中第１位となっており、鉱産物を含めても五指に入る。牛肉は

羊毛と違って腐敗するために輸出産品となるには冷凍技術の発展を待たなければならなかった。しかし、

1879 年には世界に先駆けて、冷凍船による英国への輸出を実現している。現在の輸出量は、ブラジルに抜
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かれて世界第２位になったが、牛肉は世界シェアの低いオーストラリアの輸出向け農畜産品の中では例外

的に世界シェアが高い。しかも、前述したように牛肉貿易は口蹄疫の清浄国と汚染国とでその流れが二分

されており、清浄国の中では圧倒的に高い割合を占める。また、BSE の非発生国として、米国での BSE
発生を受けて日本市場をほぼ独占したことは記憶に新しい。 
オーストラリアからの牛肉輸出量自体は、図９のように生産の増加とともに右上がりで増え続けている。

輸出量は 1970 年の約 50 万トンから、70 年代後半の急増期を例外として、90 年代以降はコンスタントに

100 万トンを上回り、2007 年現在では 139 万トンに達している。輸出割合も 1970 年のほぼ 50％から 90 年

代以降は 60％台になり、近年は 65％前後まで高まってきている。一方、牛肉の仕向け先は、国内消費が 4
割弱あるが、主な輸出先としては、日本、米国、韓国があげられる（図 10）。特に 2003 年の米国における

BSE 発生以降は日本の比重が高まっており、2008 年には日本 24％、米国 16％と、日本が最大市場となっ

た。 
一方、日本市場におけるオーストラリア産牛肉の輸入動向をまとめたのが図 11 だが、これによると、輸

入量はトレンドとしては増加傾向にある。しかし、細かく見ると 90 年代前半までは急増し、後半以降はほ

ぼ同水準を維持していたが、2001 年のわが国における BSE 発生により急減し、その後 2003 年の米国 BSE
の発生により、米国からの輸入が禁止されたため増加し、米国の再開で低下を見せるというめまぐるしい

変動を遂げている。 
また、オーストラリアの強みである冷蔵牛肉の輸入割合について見ると、表５のように牛肉の輸入自由

化が決定した 1988 年では冷蔵牛肉割合は 5 割弱だったのが、徐々にその割合を増し、1994 年には 73.3％
にまで増加したが、その後はむしろ減少し、2007 年では 44％にまで後退している。一方、グレインフェッ

ド牛肉は、1988 年ではわずかに 3.8％に過ぎなかったのが、やはり 94 年までは急速に増加し 4 割台となっ

たが、その後は横ばいを辿り、2007 年では 41.0％となっている。 
この中で最も大きな割合を占めているのは、冷凍グラスフェッド牛肉の 43.2％で、他方、最も減少が著

しいのは、88 年の 43.9％から 2007 年の 15.8％にまで低下した冷蔵グラスフェッドである。一方、増加を

見せたのは、冷蔵グレインフェッド牛肉で、同期間に 3.3％から 28.3％にまで増加している。さらに、近年

増加しているのは 88 年ではほぼ皆無の 0.5％であったが、07 年には 12.7％にまで増加している冷凍グレイ

ンフェッド牛肉である。 
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表４ 主要食肉処理業者 

5178.82,264,398
25
社合
計

2144.51,277,205
5社
合計

17,0001牛肉25.3152,000Cargill Beef Australia5

ー1牛肉・羊肉65.7163,072Tasman Group Ｓervices4

46,0001牛肉35.7164,200
Nippon Meat Packers
Aust

3

30,0001牛肉612.0344,933Teys Bros2

100,0004牛肉415.8453,000ＪＢＳ Ｓwift Australia1

頭％（牛肉・羊肉）

収容頭数フィードロット数処理畜種処理場数シェア処理枝肉量会社名

主要食肉処理業者（１）

1991米国Cargil社子会社1,100ー50Cargill Beef Australia5

1970年代
初

豪州資本、2008年
JBS Swift社に買収
される

1,900ー70Tasman Group Ｓervices4

1978日本ハムの子会社1,65010.5 80
Nippon Meat Packers
Aust

3

1946
オーストラリアの同
族経営

2,70012.4 80Teys Bros2

1953
ブラジルの同族経営
で、世界最大の処理
業者

4,80026.0 85ＪＢＳ Ｓwift Australia1

人
億豪ド

ル
％

創立年備考
従業員

数
売上高

輸出割
合

会社名

主要食肉処理業者（２）

 
資料：Feed Back, MLA



 17 

 
資料：MLA 

 

図１０ 豪州牛肉の仕向け先

2003年度生産量200万トン 2008年度 予測220万トン

Source: ABS, DAFF, MLA
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図９ 牛肉生産量・輸出量と輸出割合の推移
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この間の推移をより詳しく見ると、冷蔵牛肉は 90 年代前半まで増加し、その後減少し、特に冷蔵グラス

フェッド牛肉が減少した。また 90 年代前半までは、グレインフェッド牛肉の輸入が急増し、その後は漸増

で推移し、90 年代後半から冷凍グラスフェッド牛肉が再び増加している。 
一般に、冷凍より冷蔵が、グラスフェッドよりグレインフェッド牛肉の方が、より高価格で、高級品で

あると考えられるが、この間の変化は日本の牛肉市場におけるオーストラリア産牛肉の位置付けと関連す

るとい思われる。表６、表７は日本の外食市場における種類別オーストラリア産牛肉の利用割合と米国産

牛肉のそれとの比較を行ったものである。これによると、グラスフェッド牛肉は、ハンバーガーチェーン

などのファストフードや、客単価の相対的に低いファミリーレストランなどで主に利用されている。一方、

グレインフェッド牛肉は、こうした外食以外に、客単価のより高いファミリーレストランやホテルなどの

利用割合が多くなっている。ちなみに米国産牛肉に比較すると、米国産は客単価の高いファミリーレスト

ランや一般ホテルのレストランなどで利用される割合が高いと推測されている。オーストラリア産グレイ

ンフェッド牛肉と比較すると、中間的な層での利用割合が高いと見られる。 
また、小売業におけるオーストラリア産牛肉の業態別利用割合では、グラスフェッド、グレインフェッ

ド牛肉どちらもスーパーマーケットの割合が高いが、前者ではディスカウント店で割合が若干高く、後者

ではデパートでの割合が 2.0％ながら見られる。米国産との比較では、米国産はディスカウント店での扱い

がほぼ 5 割と高いと見られている。 
こうした点を踏まえると、近年の変化は、米国産牛肉の代替需要という側面と、景気低迷の中で、低価

格志向によるファストフードなどの利用割合の高まりが影響を与えていると見られる。冷凍グレインフェ

ッド牛肉の増加は、業界筋によるとグレインフェッド牛肉の端材（脂肪分なども）をグラスフェッド牛肉

と合わせることによって、ファストフードの食味を増すために使われるケースが影響しているとのことで

あった。 
 
８．まとめ 
オーストラリアの牛肉産業は、2002 年度、06 年度と相次ぐ大干ばつによって大きな影響を受けたが、オ

ーストラリアの関係機関の推計によれば、急速に回復を見せている。表８のように、牛飼養頭数もトレン

ドに復帰し、2012 年には 3,000 万頭（乳牛を含め）の大台に迫ると予測されている。今後の供給の持続可

能性に関するキーポイントは、農業生産の担い手である家族経営の安定性と、その前提にもなる飼料穀物

を含む作物の安定的な供給如何であろう。 
飼料穀物生産について言えば、1960年代には 200万 ha台であった作付面積は３倍ほどに広がっており、

また単位当たり収量も１㌧／ha から２㌧台に増加している。しかし、干ばつ時には１㌧以下にも低下して

おり、こうした大きな変動にセーフティネットがほとんどない状況下で、農業経営がどこまで対応しうる

かという点について、今後さらに詳細な検討が必要となろう。  
本報告は、現地調査なしに短い期間でまとめなければならないという制約の下、国内で入手可能な資料

のみを手がかりに分析したが、この点のさらなる検討には現地調査も含めた、より詳細な調査が必要とな

ろう。 
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図11　種類別対日牛肉輸出量の推移

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

400000

450000

1988 1992 1996 2000 2004 2008

トン

冷蔵グラスフェッド 冷蔵グレインフェッド 冷凍グラスフェッド 冷凍グレインフェッド  
資料：MLA 

 
表５ 冷蔵・冷凍別、肥育形態別豪州産輸入牛肉割合の推移（日本市場）      単位：％ 

年度 
冷蔵グラス

フェッド 

冷蔵グレイン

フェッド 

冷凍グラス

フェッド 

冷凍グレイン

フェッド 
合計 冷蔵 冷凍 

グラスフ

ェッド 

グレインフェ

ッド 

1988 43.9  3.3  52.2  0.5  100.0 47.2  52.8  96.2  3.8  

1989 40.1  12.4  46.8  0.7  100.0 52.5  47.5  86.9  13.1  

1990 44.8  16.5  38.3  0.4  100.0 61.3  38.7  83.1  16.9  

1991 42.7  25.3  31.0  0.9  100.0 68.1  31.9  73.8  26.2  

1992 39.9  26.1  31.5  2.6  100.0 66.0  34.0  71.3  28.7  

1993 41.6  30.1  26.3  2.0  100.0 71.8  28.2  67.9  32.1  

1994 34.9  38.3  23.6  3.2  100.0 73.3  26.7  58.5  41.5  

1995 37.3  32.7  24.8  5.2  100.0 70.0  30.0  62.1  37.9  

1996 36.5  29.6  27.7  6.2  100.0 66.1  33.9  64.2  35.8  

1997 33.7  27.1  33.4  5.8  100.0 60.8  39.2  67.1  32.9  

1998 30.8  27.0  36.0  6.3  100.0 57.8  42.2  66.8  33.2  

1999 31.7  30.5  31.1  6.7  100.0 62.2  37.8  62.8  37.2  

2000 30.3  31.4  31.0  7.3  100.0 61.7  38.3  61.3  38.7  

2001 25.8  33.1  33.9  7.2  100.0 58.9  41.1  59.6  40.4  

2002 28.3  32.5  31.0  8.2  100.0 60.7  39.3  59.3  40.7  

2003 22.5  30.7  37.6  9.1  100.0 53.2  46.8  60.1  39.9  

2004 20.2  32.7  36.1  11.1  100.0 52.8  47.2  56.2  43.8  

2005 20.2  35.0  32.3  12.6  100.0 55.1  44.9  52.4  47.6  

2006 17.9  33.8  35.2  13.0  100.0 51.8  48.2  53.2  46.8  

2007 16.5  32.5  38.1  12.9  100.0 49.0  51.0  54.6  45.4  

2008 15.8  28.3  43.2  12.7  100.0 44.1  55.9  59.0  41.0  

資料：MLA 
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表６ 日本のフードサービスにおける種類別輸入牛肉の供給量（2007 年）  

       単位：トン、％ 
  オーストラリア 米国 
  実数 割合 実数 割合 
用途 ｸﾞﾗｽﾌｪｯﾄﾞ ｸﾞﾚｲﾝﾌｪｯﾄﾞ 全体 ｸﾞﾗｽﾌｪｯﾄﾞ ｸﾞﾚｲﾝﾌｪｯﾄﾞ 全体     
ホ テ ル （ 高

級） 
0 7,439 7,439 0.0  7.0  3.1  2,700 6.0  

ホ テ ル （ 一

般） 
3,897 14,878 18,775 3.0  14.0  7.9  7,650 17.0  

ﾌｧﾐﾚｽ、居

酒屋など 
12,989 21,255 34,244 10.0  20.0  14.5  12,600 28.0  

ﾌｧﾐﾚｽ(低価

格）、居酒屋

など 
50,657 29,757 80,414 39.0  28.0  34.0  11,700 26.0  

ﾌｧｽﾄﾌｰﾄﾞ、

惣菜弁当 
62,348 32,945 95,293 48.0  31.0  40.4  10,350 23.0  

  129,891 106,274 236,165 100.0  100.0  100.0  45,000 100.0  

資料：MLA 

表７ 日本の小売業における種類別輸入牛肉の供給量（2007 年） 
  

       単位：トン、％ 
  オーストラリア 米国 
  実数 割合 実数 割合 
用途 ｸﾞﾗｽﾌｪｯﾄﾞ ｸﾞﾚｲﾝﾌｪｯﾄﾞ 全体 ｸﾞﾗｽﾌｪｯﾄﾞ ｸﾞﾚｲﾝﾌｪｯﾄﾞ 全体     
デパート 0 1,275 1,275 0.0  2.0  0.9  0 0.0  
ス ー パ

ー 
46,761 49,099 95,860 60.0  77.0  67.6  4,500 50.0  

ディスカ

ウント 
31,174 13,391 44,565 40.0  21.0  31.5  4,500 50.0  

  77,935 63,765 141,700 100.0  100.0  100.0  9,000 100.0 
資料：MLA 
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表８ 肉牛産業の見通し       

    ０６年 ０７年 ０８年 ０９年 １０年 １１年 １２年 
飼養頭数 千頭 28,393 28,037 28,200 28,200 28,650 29,150 29,500 
と畜頭数 千トン 8,881 8,960 8,933 8,660 8,740 9,030 9,365 
生産量（枝肉） 千トン 2,188 2,180 2,202 2,139 2,168 2,265 2,361 
輸出量（船積み） 千トン 954 941 950 900 905 950 995 
国内消費（枝肉） 千トン 742 771 770 778 800 850 865 
資料：MLA2008 年８月        
注：頭数は乳牛を含む        
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